
T-Bizにおける事業化支援 取り組み事例

東北大学連携ビジネスインキュベータ (T-Biz)

福島イノベ倶楽部研修会資料

２０２１年２月５日

独立行政法人中小企業基盤整備機構

工藤 裕之 1



T-Biz入居企業 特徴
・バイオ事業 医療用事前診断検査キット開発（感染症を対象）、アルツハイマー症創薬 開発事業
・先端素材開発事業 温度制限フリーのるつぼ開発に伴う次世代材料開発および結晶成⾧製造事業
・先端電子デバイス、モジュール、システム開発事業 環境状況計測、動線管理監視IoTシステム事業
・超高精度計測機器開発事業 ガス成分検出小型ガスクロマトフィー装置、非接触型３D無線ー光計測事業
・AIに依る最適効率化システム構築事業、SW事業 量子アニーリング技術利活用に伴う予兆検知事業

販路開拓

資金調達

事業化推進

T-Biz

入居企業

２０社

東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz)における入居企業分類
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￥

T-Biz
３つの
サポート

東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz)の事業支援＜１＞

T-Biz３つの役割

役割１ 大学の研究開発シーズを活用した起業者、
企業のビジネス化を支援

役割２

役割３

大学・地域産業・地方自治体・関係機関
との連携を図り、地域のイノベーション
拠点に

産学官金連携を推進し、東北・宮城地域
への起業進出ならびに定着を支援
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【2016年5月より開始】常駐IMによる支援のトータルコーディネート【T-Biz事業化支援フロー】

マーケティング･販路開拓新聞等へのPR専門家派遣公的助成制度技術･特許相談

展示会ビジネスプラン作成地域支援

東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz)の事業支援＜２＞

成⾧発展段階に応じたハンズオン支援
様々な経営課題を解決するため、経験豊富な常駐IMが支援します。

卒業

2019年5月以降
卒業企業に対する
ビジネスマッチグ支援
を適宜実施
（※卒業後２年間は継
続）２

事業拡大
事業構想

成⾧･発展

入居
事業化

卒業後
相談

出典：中小企基盤整備機構 「創業ベンチャー推進事業資料」より抜粋し加筆

日本の中小企業の優れた技術や製品を集め
世界に発信するBtoBマッチングサイトです。

② 新価値創造展
企業の連携、新市場の開拓などを目指す
中小企業を支援する中小機構主催の展示会
です。

➀ ものづくり支援
中小企業の研究開発について計画作成や
事業化に向けたアドバイスなどを行う制度
です。

2017年10月以降
創業前事業化相
談支援を新たに
強化２

③
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２０１９年度の入居企業に対するビジネスマッチング及びコーディネート件数は市場への販路を求める企業側
とのマッチング対応や、事業内容を強化する産業側と産-産連携協業施策、市場に対するプロモーション対応
相談が増加。（２０２０年度はコロナウィルス感染症問題で、事業売上が減少の為、資金調達課題が増加中）

背景として新たな販路開拓先を検討する状況になってきている。（シード期 → アーリー期への移行が加速）
資金調達対応にも増して、想定異業種との連携強化、自社保有技術の新たな応用展開等への模索対応が増加。
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販路-展示会

販路-ツールの活用

販路-個別アレンジ

販路-その他

資金-補助金

資金-投資

資金-融資

資金-その他

技術-産学連携

技術-産産連携

技術-その他

広報・宣伝-メディア活用

広報・宣伝-イベント活用

広報・宣伝-その他

人材確保・専門家-制度の活用

人材確保・専門家-個別紹介

人材確保・専門家-その他

上記以外その他

東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz)における支援状況

入居個別企業及び地域企業への支援内容

２０１９年度実績

Ｎ＝１３３件

・事業計画相談（クロスSWOT、BMC作成等に拠る事業分析と対策検討）
・資本政策相談（事業方針に対する適宜資金調達・機構専門家と連携）
・海外市場展開相談 （機構海外支援Grp, ＪＥＴＲＯと連携 等）
・海外輸出入管理規定相談 （パラメータシート作成方法、リスト規制の内容等）
・ISO9001/ 14001/ 13485 認証取得相談 etc

・新聞専門誌への掲載用取材
への対応協力
・地域企業からの技術相談
・T-Biz入居企業との協業対応

・市場性確認検討
・保有技術クロスSWOT分析
・保有技術の応用相談
・保有事業ベンチマーキング
・連携するクラスタ形成相談 (SCM）

・展示会案内と出展推薦 国際展示商談会 Bio JAPAN、
イノベーションリーダーズサミット、新価値創造展、
国際ナノテクノロジー展、ファインケミカルジャパン展等
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投資ファンド
（投資事業有限責任組合）

金融機関

事業会社

地方公共団体

中小機構

LP:有限責任組合員

GP:無限責任組合員

投資会社
中小機構

出資

分配

出資、業務執行
協力・連携

経営支援
（ハンズオン支援）

投資
ベンチャー
中小企業

再生

成
長
・
発
展

管理報酬、
成功報酬、分配

（株式、金銭債権取得等）

投資有価証券売却収入・利益分配

資金調達体系図
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ＧＰ
地域本部
／

BI (T-Biz)

本部
創業Ⅴ部企業 ファンド

部

①

①企業から相談を受けたら、
ファンド部に連絡する前に以下をチェック
・出資を受けるのが適切か（事業ステージ確認）

・EXITの意思/計画があるか（事業化ロードマップ確認）
・ファンド検索システムも活用
・事業計画書のブラッシュアップ

②
③

⑤

④

②地域本部と本部ですり合わせ
・支援の方向性確認（ＩМと関係職員間にて整合）

・本部職員によるGOサイン

③ファンド部への相談
以下の内容をご説明ください
・どのような会社か
・どのようなビジネスか
・必要資金額は幾らか
・調達資金を何に使う予定か
・GPの希望
④ファンド部でＧＰをセレクトし、
個々に依頼

良い返事があった場合のみGPの
連絡先を返信
（ゼロ回答の場合には、何がダメだったか
などの情報は連絡不可）

企業⇔GP 間で個別相談

⑥企業（IM）⇔GPで個別相談
・原則企業から連絡を促進
・IMの同席はGPの了解が必要（守秘義務上）

資金調達支援（中小機構ファンド部/創業ベンチャー部との連携）

⑥
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